
平成 22 年 11 月 8 日

各　　位

会 社 名 日立工機株式会社

代 表 者 名 取締役社長　加藤　清

（コード番号 ６５８１　東証・大証１部）

問 合 せ 先 広報室長　吉成　雅人

(TEL.03‐5783‐0601)

（訂正）「平成 21 年 3 月期　第２四半期決算短信」の一部訂正について

当社は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社の不適切な取引および会計処理に関する調査結果等

について」において、過年度決算の訂正につきましては、確定次第速やかに開示する旨、お知らせいた

しました。このたび、その具体的な訂正内容が確定いたしましたので下記のとおりご報告いたします。

訂正個所を含むページについては訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正個所には　　　　　（アン

ダーライン）を付して表示しております。

記

１．訂正を行う決算短信

　　　決算期　平成 21 年 3 月期　第２四半期決算短信

　　　発表日　平成 20 年 10 月 28 日

２．訂正の理由

　　　当社連結子会社において不適切な取引および会計処理があったため。

　　　詳細は、平成 22 年 11 月 1 日付「当社連結子会社における不適切な会計処理に関する調査結果等

　　について」をご参照ください。

以　上
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【訂正前】（1 ページ）

平成 21 年 3 月期  第 2 四半期決算短信

平成 20 年 10 月 28 日
　　　　
上場会社名 日立工機株式会社 上場取引所　東 大
コード番号 6581　　　 URL　http://www.hitachi-koki.co.jp/
代表者 （役職名）取締役社長　　　　　　　　　　　（氏名）小西  康之

問合せ先責任者 （役職名）総務本部　広報室長              （氏名）山崎  晋吾        TEL 03ー5783 ー0601
四半期報告書提出予定日 　平成 20 年 11 月 12 日  　　配当支払開始予定日　　　平成 20 年 11 月 28 日

（百万円未満切捨て）
１．平成 21 年 3 月期第 2 四半期の連結業績（平成 20 年 4 月 1 日～平成 20 年 9 月 30 日）
(1)　連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21 年 3 月期第 2 四半期 84,207 － 10,888 － 10,009 － 6,834 －

20 年 3 月期第 2 四半期 86,900 17.2 10,804 19.6 10,619 19.1 6,943 8.0

１株当たり四半期純利益 潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭
21 年 3 月期第 2 四半期 67.42 67.41
20 年 3 月期第 2 四半期 67.25 67.20

(2)　連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
21 年 3 月期第 2 四半期      169,437      124,099        72.6      1,212.91

20 年 3 月期      167,501      121,887        72.1      1,180.02
（参考）自己資本 21 年 3 月期第 2 四半期 122,975 百万円 20 年 3 月期 120,784 百万円

２．配当の状況
１株当たり配当金

（基準日） 第 1 四半期末 第 2 四半期末 第 3 四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20 年 3 月期 10.00 10.00 10.00 15.00 45.00
21 年 3 月期 11.00 13.00 ― ― ―

21 年 3 月期（予想） ― ― 11.00 11.00 46.00
（注）配当予想の当四半期における修正の有無　：　無

20 年 3 月期 期末配当金の内訳 普通配当 10 円 00 銭、特別配当 5 円 00 銭
21 年 3 月期 第 2 四半期末配当金の内訳 普通配当 11 円 00 銭、記念配当 2 円 00 銭
21 年 3 月期 予想期末配当金の内訳 普通配当 11 円 00 銭

　　　　　　　
３．平成 21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 168,000 △3.9 20,500 △8.2 19,000 △15.5 12,800 △17.7 126.19

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　：　有
通期の業績予想を修正しました。

４．その他
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：　無
　　新規　―社（社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　除外　―社（社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：　有
　　（注）詳細は，３ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続，表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載

　されるもの）
　　 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ：　有
　　 ② ①以外の変更 ：　有
　　（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。

(4)発行済株式数（普通株式）
     ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期 123,072,776株 20年3月期 123,072,776株
     ② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期 21,684,038株 20年3月期 20,715,125株
     ③ 期中平均株式数(四半期連結累計期間) 21年3月期第2四半期 101,377,039株 20年3月期第2四半期 103,260,341株

※　業績予想の適切な利用に関する説明，その他特記事項
(1)本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、実際の業績等は、主要市場の経済状況の変動、為替相場の変動、原材料価格の変動など様々な要因により、大きく異なる可能性があります。

(2)当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 14 号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

(3)業績予想の前提となる仮定等については、2 ページ「定性的情報・財務諸表等」の「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。
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【訂正後】（1 ページ）

平成 21 年 3 月期  第 2 四半期決算短信

平成 20 年 10 月 28 日
　　　　
上場会社名 日立工機株式会社 上場取引所　東 大
コード番号 6581　　　 URL　http://www.hitachi-koki.co.jp/
代表者 （役職名）取締役社長　　　　　　　　　　　（氏名）小西  康之

問合せ先責任者 （役職名）総務本部　広報室長              （氏名）山崎  晋吾        TEL 03ー5783 ー0601
四半期報告書提出予定日 　平成 20 年 11 月 12 日  　　配当支払開始予定日　　　平成 20 年 11 月 28 日

（百万円未満切捨て）
１．平成 21 年 3 月期第 2 四半期の連結業績（平成 20 年 4 月 1 日～平成 20 年 9 月 30 日）
(1)　連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21 年 3 月期第 2 四半期 82,634 － 10,143 － 9,264 － 5,840 －

20 年 3 月期第 2 四半期 86,426 17.0 10,599 19.5 10,414 18.9 6,733 6.0

１株当たり四半期純利益 潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭
21 年 3 月期第 2 四半期 57.62 57.59
20 年 3 月期第 2 四半期 65.21 65.16

(2)　連結財政状態
総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
21 年 3 月期第 2 四半期 167,381 121,115 71.7 1,183.47

20 年 3 月期 165,438 119,734 71.7 1,159.00
（参考）自己資本 21 年 3 月期第 2 四半期 119,990 百万円 20 年 3 月期 118,746 百万円

２．配当の状況
１株当たり配当金

（基準日） 第 1 四半期末 第 2 四半期末 第 3 四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20 年 3 月期 10.00 10.00 10.00 15.00 45.00
21 年 3 月期 11.00 13.00 ― ― ―

21 年 3 月期（予想） ― ― 11.00 11.00 46.00
（注）配当予想の当四半期における修正の有無　：　無

20 年 3 月期 期末配当金の内訳 普通配当 10 円 00 銭、特別配当 5 円 00 銭
21 年 3 月期 第 2 四半期末配当金の内訳 普通配当 11 円 00 銭、記念配当 2 円 00 銭
21 年 3 月期 予想期末配当金の内訳 普通配当 11 円 00 銭

　　　　　　　
３．平成 21 年 3 月期の連結業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日）

（％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 １株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 168,000 △2.8 20,500 △3.8 19,000 △11.5 12,800 △10.0 126.19

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無　：　有
通期の業績予想を修正しました。

４．その他
(1)期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：　無
　　新規　―社（社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）　　除外　―社（社名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

(2)簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用：　有
　　（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。

(3)四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続，表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載

　されるもの）
　　 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ：　有
　　 ② ①以外の変更 ：　有
　　（注）詳細は、３ページ【定性的情報・財務諸表等】「４．その他」をご覧ください。

(4)発行済株式数（普通株式）
     ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第2四半期 123,072,776株 20年3月期 123,072,776株
     ② 期末自己株式数 21年3月期第2四半期 21,684,038株 20年3月期 20,715,125株
     ③ 期中平均株式数(四半期連結累計期間) 21年3月期第2四半期 101,377,039株 20年3月期第2四半期 103,260,341株

※　業績予想の適切な利用に関する説明，その他特記事項
(1)本資料に記載されている業績の見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいてお

り、実際の業績等は、主要市場の経済状況の変動、為替相場の変動、原材料価格の変動など様々な要因により、大きく異なる可能性があります。

(2)当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第 12 号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第 14 号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

(3)業績予想の前提となる仮定等については、2 ページ「定性的情報・財務諸表等」の「３．連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さい。
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 当第２四半期（６ヶ月累計）の経済状況は、資源国や新興国では概ね好調に推移したものの、米国の景気減速が、

日本や西欧にも影響を及ぼし始めました。加えて、為替の乱高下や原油・原材料価格の高騰などもあり、厳しい経営

環境となりました。 

 このような状況の中、当社グループは、積極的かつ戦略的な拡販などにより欧州やアジアなどの売上が引き続き順

調に推移したものの、住宅投資が低調な米国や日本で低迷し、連結売上高は８４２億７百万円となりました。 

 利益面においては、当第２四半期後半急激な円高となりましたが、欧州の売上拡大、北米の黒字化定着、徹底した

原価低減の推進等により営業利益１０８億８千８百万円、経常利益１００億９百万円、四半期純利益６８億３千４百

万円を確保することができました。 

 [地域別状況] 

 日本においては、住宅投資の低迷や個人消費の停滞といった市況の中、販売体制の見直し・再構築を行い売上確保

に努めましたが、予想を上回る売上減少を余儀なくされました。 

 北米地域においては、失業率の上昇、物価の上昇、住宅着工件数の更なる低下など市場環境は一段と悪化しました

が、販売力のあるホームセンターとのアライアンス強化などにより売上減に歯止めをかけ、前年下期比での減少幅を

最小限に留めることができました。 

 欧州地域においては、一部景気減速の影響を受けたものの、高成長が続くロシアや堅調なドイツ・東欧などが全体

を大きく牽引したことから売上高は前年を大幅に上回りました。 

 アジア・その他地域においては、中東、豪州などが引き続き好調で、売上高は順調に推移しました。 

  

  

 ２．連結財政状態に関する定性的情報  

(1)資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期末における総資産は、１，６９４億３千７百万円であり、前連結会計年度末に比べて１９億３千６百

万円の増加となりました。このうち、流動資産は１，２９８億９千６百万円となり、２６億１千３百万円増加しまし

た。これは主に、欧州における事業規模の拡大により棚卸資産が増加したことによるものです。 

 負債は、４５３億３千７百万円であり、２億７千６百万円減少しました。これは主に、未払法人税の減少などによ

るものです。 

 純資産は、１，２４０億９千９百万円であり、２２億１千２百万円増加しました。これは主に、四半期純利益が 

６８億３千４百万円計上されたことなどにより利益剰余金が増加したためです。 

  

(2) キャッシュフローの状況 

 営業活動によるキャッシュフローについては、法人税等の支払額５９億６千１百万円、棚卸資産の増加５９億１千

２百万円などがあったものの、税金等調整前四半期純利益１０２億９千５百万円などにより、２億７千３百万円の収

入となりました。 

 投資活動によるキャッシュフローについては、設備投資及び事業譲受などにより、１４億９千９百万円の支出とな

りました。 

 財務活動によるキャッシュフローについては、配当金２６億４千５百万円の支払いなどにより、２０億７千２百万

円の支出となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は、前年度末残高から３３億４千３百万円減少し、２６３億７千

４百万円となりました。 

  

  

 ３．連結業績予想に関する定性的情報  

 当面の経済環境をみますと、米国サブプライムローン問題に端を発した金融危機が大恐慌以来最悪の様相を呈し、

世界経済は、未曾有の下降局面に入る可能性があると危惧されております。世界各国の政府が協調して対策に乗り出

しておりますが、依然として世界同時不況の懸念は払拭されておらず、為替動向を含め今後の経済情勢は、予測困難

な状況にあります。 

 地域別にみますと、米国経済は住宅市場の調整、雇用情勢の悪化、個人消費の低迷など幅広い分野で景気後退色が

強まっており、欧州経済も、国毎に差があるものの全体に景気の減速感、停滞感が表れてきています。アジア経済

は、欧米に比べれば比較的高い成長を維持すると予想されますが、金融引き締めや輸出減速などの影響、インフレの

加速とそれに伴う購買力の低下などにより成長率は鈍化すると思われます。 

 一方、我が国経済も、世界経済の減速、急激な円高、株価の下落、個人消費の低迷など景気悪化材料が続出し、先

   

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報
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定性的情報・財務諸表等  

 １．連結経営成績に関する定性的情報  

 当第２四半期（６ヶ月累計）の経済状況は、資源国や新興国では概ね好調に推移したものの、米国の景気減速が、

日本や西欧にも影響を及ぼし始めました。加えて、為替の乱高下や原油・原材料価格の高騰などもあり、厳しい経営

環境となりました。 

 このような状況の中、当社グループは、積極的かつ戦略的な拡販などにより欧州やアジアなどの売上が引き続き順

調に推移したものの、住宅投資が低調な米国や日本で低迷し、連結売上高は８２６億３千４百万円となりました。 

 利益面においては、当第２四半期後半急激な円高となりましたが、欧州の売上拡大、北米の黒字化定着、徹底した

原価低減の推進等により営業利益１０１億４千３百万円、経常利益９２億６千４百万円、四半期純利益５８億４千万

円を確保することができました。 

 [地域別状況] 

 日本においては、住宅投資の低迷や個人消費の停滞といった市況の中、販売体制の見直し・再構築を行い売上確保

に努めましたが、予想を上回る売上減少を余儀なくされました。 

 北米地域においては、失業率の上昇、物価の上昇、住宅着工件数の更なる低下など市場環境は一段と悪化しました

が、販売力のあるホームセンターとのアライアンス強化などにより売上減に歯止めをかけ、前年下期比での減少幅を

最小限に留めることができました。 

 欧州地域においては、一部景気減速の影響を受けたものの、高成長が続くロシアや堅調な東欧などが全体を大きく

牽引したことから売上高は前年を上回ることができました。 

 アジア・その他地域においては、中東、豪州などが引き続き好調で、売上高は順調に推移しました。 

  

 ２．連結財務状態に関する定性的情報   

(1)資産、負債及び純資産の状況 

 当第２四半期末における総資産は、１，６７３億８千１百万円であり、前連結会計年度末に比べて１９億４千２百

万円の増加となりました。このうち、流動資産は１，２７８億４千万円となり、２６億１千９百万円増加しました。

これは主に、欧州における事業規模の拡大により棚卸資産が増加したことによるものです。 

 負債は、４６２億６千６百万円であり、５億６千２百万円増加しました。これは主に、短期借入金の増加などによ

るものです。 

 純資産は、１，２１１億１千５百万円であり、１３億８千万円増加しました。これは主に、四半期純利益が ５８

億４千万円計上されたことなどにより利益剰余金が増加したためです。 

  

(2) キャッシュフローの状況 

 営業活動によるキャッシュフローについては、税金等調整前四半期純利益９２億７千４百万円などがあったもの

の、法人税等の支払額５９億６千１百万円、棚卸資産の増加６７億１千５百万円などにより、４億４千１百万円の支

出となりました。 

 投資活動によるキャッシュフローについては、設備投資及び事業譲受などにより、１４億９千９百万円の支出とな

りました。 

 財務活動によるキャッシュフローについては、配当金２６億４千５百万円の支払いなどにより、１３億５千７百万

円の支出となりました。 

 以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は、前年度末残高から３３億４千３百万円減少し、２６３億７千

４百万円となりました。  

  

  

 ３．連結業績予想に関する定性的情報  

 当面の経済環境をみますと、米国サブプライムローン問題に端を発した金融危機が大恐慌以来最悪の様相を呈し、

世界経済は、未曾有の下降局面に入る可能性があると危惧されております。世界各国の政府が協調して対策に乗り出

しておりますが、依然として世界同時不況の懸念は払拭されておらず、為替動向を含め今後の経済情勢は、予測困難

な状況にあります。 

 地域別にみますと、米国経済は住宅市場の調整、雇用情勢の悪化、個人消費の低迷など幅広い分野で景気後退色が

強まっており、欧州経済も、国毎に差があるものの全体に景気の減速感、停滞感が表れてきています。アジア経済

は、欧米に比べれば比較的高い成長を維持すると予想されますが、金融引き締めや輸出減速などの影響、インフレの

加速とそれに伴う購買力の低下などにより成長率は鈍化すると思われます。 

 一方、我が国経済も、世界経済の減速、急激な円高、株価の下落、個人消費の低迷など景気悪化材料が続出し、先
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行きは急速な冷え込みが憂慮されます。 

[当社グループの施策] 

 このような経済情勢の中で特に、直近の米ドル・ユーロの急激かつ大幅な下落は、グローバルに事業展開している

当社グループの売上及び収益に多大なる影響を与えております。 

 しかしながら、当社グループは、リチウムイオン電池製品のシリーズ強化をグローバルに展開するとともに、エン

ジン工具事業の本格化を加速し、売上の底上げを図ります。さらに、ロシアでは営業エリアの拡大、西欧では大手広

域販売店とのアライアンス構築、東欧・アジア・中南米では販売拠点の強化や新たな販売会社の設立など、販売網の

拡充を進め当社ブランドの更なる市場浸透を図り、持続的な売上増を目指してまいります。また、低迷する米国や日

本では、ホームセンタールートへの深耕やエリア営業の強化などを着実に進め、売上の確保に努めます。 

 利益面では、中国生産の増強や徹底した原価低減、生産性の向上、抜本的な軽量経営の断行などをさらに推進する

ことによって、急速かつ大幅な円高に耐えうる強固な企業体質を構築し、収益の確保に努めてまいります。 

[通期の連結業績予想] 

 以上の状況を踏まえ、通期の業績予想を、下期の為替レート１米ドル９５円、１ユーロ１２０円を前提として、前

回予想（平成20年7月30日公表）から以下のとおり修正します。  

                                     （億円未満は四捨五入して表示）

  

 ４．その他 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

②税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

   

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連

結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく低価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法に基づく原価法（但し、貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる損益への影響

は軽微であります。  

③連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。こ

れによる損益への影響は軽微であります。なお、従来の方法と比較して、売上高が749百万円減少し、販売

費及び一般管理費が同額減少しております。   

３．連結業績予想に関する定性的情報

  

08年度通期 

前回発表予想(A) 

（億円）  

08年度通期 

今回修正予想(B) 

（億円） 

比較 

(B)-(A) 

（億円） 

比較 

(B)/(A) 

（％） 

【ご参考】 

07年度通期実績 

（億円） 

 売上高 1,820 1,680 △140 92 1,748

 営業利益 240 205 △35 85 223

 経常利益 235 190 △45 81 225

 当期純利益 156 128 △28 82 156
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行きは急速な冷え込みが憂慮されます。 

[当社グループの施策] 

 このような経済情勢の中で特に、直近の米ドル・ユーロの急激かつ大幅な下落は、グローバルに事業展開している

当社グループの売上及び収益に多大なる影響を与えております。 

 しかしながら、当社グループは、リチウムイオン電池製品のシリーズ強化をグローバルに展開するとともに、エン

ジン工具事業の本格化を加速し、売上の底上げを図ります。さらに、ロシアでは営業エリアの拡大、西欧では大手広

域販売店とのアライアンス構築、東欧・アジア・中南米では販売拠点の強化や新たな販売会社の設立など、販売網の

拡充を進め当社ブランドの更なる市場浸透を図り、持続的な売上増を目指してまいります。また、低迷する米国や日

本では、ホームセンタールートへの深耕やエリア営業の強化などを着実に進め、売上の確保に努めます。 

 利益面では、中国生産の増強や徹底した原価低減、生産性の向上、抜本的な軽量経営の断行などをさらに推進する

ことによって、急速かつ大幅な円高に耐えうる強固な企業体質を構築し、収益の確保に努めてまいります。 

[通期の連結業績予想] 

 以上の状況を踏まえ、通期の業績予想を、下期の為替レート１米ドル９５円、１ユーロ１２０円を前提として、前

回予想（平成20年7月30日公表）から以下のとおり修正します。  

                                     （億円未満は四捨五入して表示）

  

 ４．その他  

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①固定資産の減価償却費の算定方法 

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法

によっております。 

②税金費用の計算 

税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

   

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連

結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

②棚卸資産の評価に関する会計基準の適用 

通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として移動平均法に基づく低価法によっており

ましたが、第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平

成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主として移動平均法に基づく原価法（但し、貸借対照表価額

については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる損益への影響

は軽微であります。  

③連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの適用 

第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用し、連結決算上必要な修正を行っております。こ

れによる損益への影響は軽微であります。なお、従来の方法と比較して、売上高が749百万円減少し、販売

費及び一般管理費が同額減少しております 

  

08年度通期 

前回発表予想(A) 

（億円）  

08年度通期 

今回修正予想(B) 

（億円） 

比較 

(B)-(A) 

（億円） 

比較 

(B)/(A) 

（％） 

【ご参考】 

07年度通期実績 

（億円） 

 売上高 1,820 1,680 △140 92 1,728

 営業利益 240 205 △35 85 212

 経常利益 235 190 △45 81 214

 当期純利益 156 128 △28 82 142
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（１）四半期連結貸借対照表

  （単位：百万円）

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表 
（平成20年３月31日） 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金  11,240  10,105

預け金  15,134  19,612

受取手形及び売掛金  49,160  48,978

たな卸資産  46,291  41,632

繰延税金資産  5,290  4,951

その他  3,774  2,997

貸倒引当金 △995 △995

流動資産合計  129,896  127,282

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額）  12,709  12,710

機械装置及び運搬具（純額）  6,865  7,159

土地  3,521  3,530

その他（純額）  2,511  2,978

有形固定資産合計  25,607  26,379

無形固定資産 

のれん  5,482  5,527

その他  1,959  1,935

無形固定資産合計  7,442  7,463

投資その他の資産 

投資有価証券  2,407  2,429

従業員に対する長期貸付金  514  578

繰延税金資産  1,429  1,395

その他  2,245  2,020

貸倒引当金 △106 △48

投資その他の資産合計  6,491  6,375

固定資産合計  39,541  40,218

資産合計  169,437  167,501
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 （１）四半期連結貸借対照表 

   

  （単位：百万円）

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表 
（平成20年３月31日） 

資産の部 

流動資産 

現金及び預金  11,240  10,105

預け金  15,134  19,612

受取手形及び売掛金  45,970  46,390

たな卸資産  47,433  42,093

繰延税金資産  5,338  4,972

その他  3,677  2,997

貸倒引当金 △953 △951

流動資産合計  127,840  125,220

固定資産 

有形固定資産 

建物及び構築物（純額）  12,709  12,710

機械装置及び運搬具（純額）  6,865  7,159

土地  3,521  3,530

その他（純額）  2,511  2,978

有形固定資産合計  25,607  26,379

無形固定資産 

のれん  5,482  5,527

その他  1,959  1,935

無形固定資産合計  7,442  7,463

投資その他の資産 

投資有価証券  2,407  2,429

従業員に対する長期貸付金  514  578

繰延税金資産  1,429  1,395

その他  2,245  2,020

貸倒引当金 △106 △48

投資その他の資産合計  6,491  6,375

固定資産合計  39,541  40,218

資産合計  167,381  165,438
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  （単位：百万円）

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表 
（平成20年３月31日） 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金  14,424  13,136

短期借入金  11,105  9,963

未払費用  8,309  8,378

未払法人税等  3,702  6,097

役員賞与引当金  60  110

その他  3,148  3,359

流動負債合計  40,751  41,045

固定負債 

退職給付引当金  4,032  3,979

役員退職慰労引当金  360  389

その他  194  200

固定負債合計  4,586  4,569

負債合計  45,337  45,614

純資産の部 

株主資本 

資本金  17,813  17,813

資本剰余金  21,555  21,533

利益剰余金  98,377  94,255

自己株式 △13,640 △12,340

株主資本合計  124,106  121,262

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金  606  608

繰延ヘッジ損益 △48  0

為替換算調整勘定 △1,689 △1,086

評価・換算差額等合計 △1,130 △477

少数株主持分  1,124  1,102

純資産合計  124,099  121,887

負債純資産合計  169,437  167,501
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  （単位：百万円）

  
当第２四半期連結会計期間末

（平成20年９月30日） 

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表 
（平成20年３月31日） 

負債の部 

流動負債 

支払手形及び買掛金  14,424  13,136

短期借入金  11,763  9,963

未払費用  8,314  8,384

未払法人税等  3,702  6,097

役員賞与引当金  60  110

その他  3,413  3,443

流動負債合計  41,679  41,135

固定負債 

退職給付引当金  4,032  3,979

役員退職慰労引当金  360  389

その他  194  200

固定負債合計  4,586  4,569

負債合計  46,266  45,704

純資産の部 

株主資本 

資本金  17,813  17,813

資本剰余金  21,555  21,533

利益剰余金  95,278  92,149

自己株式 △13,640 △12,340

株主資本合計  121,006  119,156

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金  606  608

繰延ヘッジ損益 △48  0

為替換算調整勘定 △1,574 △1,133

評価・換算差額等合計 △1,015 △524

少数株主持分  1,124  1,102

純資産合計  121,115  119,734

負債純資産合計  167,381  165,438
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   （第２四半期連結累計期間） 

  

（２）四半期連結損益計算書

  （単位：百万円）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

売上高  84,207

売上原価  48,486

売上総利益  35,720

販売費及び一般管理費  24,831

営業利益  10,888

営業外収益 

受取利息  210

受取配当金  19

不動産賃貸料  261

貸倒引当金戻入額  1

その他  175

営業外収益合計  669

営業外費用 

支払利息  437

為替差損  846

持分法による投資損失  13

固定資産除却損  34

不動産賃貸費用  141

その他  75

営業外費用合計  1,547

経常利益  10,009

特別利益 

土地売却益  285

特別利益合計  285

税金等調整前四半期純利益  10,295

法人税等  3,346

少数株主利益  114

四半期純利益  6,834

12

k149511
タイプライターテキスト
【訂正前】(7ページ)



  （２）四半期連結損益計算書 

   （第２四半期連結累計期間） 

  

  （単位：百万円）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

売上高  82,634

売上原価  47,639

売上総利益  34,994

販売費及び一般管理費  24,851

営業利益  10,143

営業外収益 

受取利息  210

受取配当金  19

不動産賃貸料  261

貸倒引当金戻入額  1

その他  175

営業外収益合計  669

営業外費用 

支払利息  437

為替差損  846

持分法による投資損失  13

固定資産除却損  34

不動産賃貸費用  141

その他  75

営業外費用合計  1,547

経常利益  9,264

特別利益 

土地売却益  285

特別利益合計  285

特別損失 

付加価値税修正損  275

特別損失合計  275

税金等調整前四半期純利益  9,274

法人税等  3,319

少数株主利益  114

四半期純利益  5,840
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

   （単位：百万円）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益  10,295

減価償却費  2,245

退職給付引当金の増減額（△は減少） △166

受取利息及び受取配当金 △230

支払利息  437

売上債権の増減額（△は増加） △962

たな卸資産の増減額（△は増加） △5,912

仕入債務の増減額（△は減少）  1,842

未払金の増減額（△は減少） △443

未払費用の増減額（△は減少）  175

その他 △829

小計  6,450

利息及び配当金の受取額  230

利息の支払額 △445

法人税等の支払額 △5,961

営業活動によるキャッシュ・フロー  273

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の取得による支出 △2

有形固定資産の取得による支出 △1,372

有形固定資産の売却による収入  323

無形固定資産の取得による支出 △340

事業譲受による支出 △162

その他  54

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,499

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少）  1,927

自己株式の取得による支出 △1,323

自己株式の売却による収入  44

配当金の支払額 △2,645

その他 △76

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,072

現金及び現金同等物に係る換算差額 △45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,343

現金及び現金同等物の期首残高  29,718

現金及び現金同等物の四半期末残高  26,374
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書  

  

   （単位：百万円）

  
当第２四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年９月30日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー 

税金等調整前四半期純利益  9,274

減価償却費  2,245

退職給付引当金の増減額（△は減少） △166

受取利息及び受取配当金 △230

支払利息  437

売上債権の増減額（△は増加） △153

たな卸資産の増減額（△は増加） △6,715

仕入債務の増減額（△は減少）  1,842

未払金の増減額（△は減少） △443

未払費用の増減額（△は減少）  175

その他 △530

小計  5,735

利息及び配当金の受取額  230

利息の支払額 △445

法人税等の支払額 △5,961

営業活動によるキャッシュ・フロー △441

投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資有価証券の取得による支出 △2

有形固定資産の取得による支出 △1,372

有形固定資産の売却による収入  323

無形固定資産の取得による支出 △340

事業譲受による支出 △162

その他  54

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,499

財務活動によるキャッシュ・フロー 

短期借入金の純増減額（△は減少）  2,643

自己株式の取得による支出 △1,323

自己株式の売却による収入  44

配当金の支払額 △2,645

その他 △76

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,357

現金及び現金同等物に係る換算差額 △45

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,343

現金及び現金同等物の期首残高  29,718

現金及び現金同等物の四半期末残高  26,374
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

 該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める電動工具事業の割合が、いずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

  

〔海外売上高〕 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北アメリカ
(百万円) 

その他
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高                                                

(1）外部顧客に 

対する売上高 
 24,400  5,750  35,446  14,880  3,729  84,207  －  84,207

(2）セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

 18,995  25,369  179  330  －  44,875 (44,875)  －

計  43,396  31,120  35,626  15,211  3,729  129,083 (44,875)  84,207

営業利益  7,196  2,772  1,335  131  223  11,659 (770)  10,888

  アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,197  35,797  16,150  4,264  62,409

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  ―  84,207

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 7.3  42.5  19.2  5.1  74.1
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 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記  

     該当事項はありません。 

  

（５）セグメント情報  

〔事業の種類別セグメント情報〕  

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計額に占める電動工具事業の割合が、いずれも90％を超えている

ため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

〔所在地別セグメント情報〕  

   当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

〔海外売上高〕 

当第２四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日 至 平成20年９月30日） 

  （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

   

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北アメリカ
(百万円) 

その他
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高                                                

(1）外部顧客に 

対する売上高 
 24,400  5,750  33,873  14,880  3,729  82,634  －  82,634

(2）セグメント間の 

内部売上高又は 

振替高 

 18,995  25,369  179  330  －  44,875 (44,875)  －

計  43,396  31,120  34,053  15,211  3,729  127,510 (44,875)  82,634

営業利益  7,196  2,772  797  131  223  11,121 (977)  10,143

  アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  6,197  34,224  16,150  4,264  60,836

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  ―  82,634

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 7.5  41.4  19.5  5.2  73.6
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「参考資料」

前年同四半期に係る財務諸表

（１）四半期連結損益計算書

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 金額（百万円） 百分比
（％）

Ⅰ 売上高      86,900 100.0

Ⅱ 売上原価      50,610 58.2

売上総利益      36,289 41.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費      25,485 29.4

営業利益      10,804 12.4

Ⅳ 営業外収益             

１．受取利息 194        

２．受取配当金 18        

３．不動産賃貸料 208        

４．貸倒引当金戻入額 21        

５．その他 112 555 0.6

Ⅴ 営業外費用          

１．支払利息 280     

２．為替差損 228     

３．持分法による投資損失 1     

４．固定資産除却損 60     

５．不動産賃貸費用 136     

６．その他 31 740 0.8

経常利益      10,619 12.2

Ⅵ 特別利益          

１．土地売却益 81     

２．受取補償金 88 169 0.2

税金等調整前四半期純利益      10,788 12.4

法人税等      3,776 4.3

少数株主利益      68 0.1

四半期純利益      6,943 8.0
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「参考資料」 

 前年同四半期に係る財務諸表 

  （１）四半期連結損益計算書  

  

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 金額（百万円） 百分比
（％）

Ⅰ 売上高      86,426 100.0

Ⅱ 売上原価      50,510 58.4

売上総利益      35,916 41.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費      25,316 29.3

営業利益      10,599 12.3

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息 194          

２．受取配当金 18          

３．不動産賃貸料 208          

４．貸倒引当金戻入額 21          

５．その他 112 555 0.6

Ⅴ 営業外費用            

１．支払利息 280       

２．為替差損 228       

３．持分法による投資損失 1       

４．固定資産除却損 60     

５．不動産賃貸費用 136       

６．その他 31 740 0.9

経常利益      10,414 12.0

Ⅵ 特別利益            

１．土地売却益 81       

２．受取補償金 88 169 0.2

Ⅶ 特別損失            

１．付加価値税修正損 22 22 0.0

税金等調整前四半期純利益      10,560 12.2

法人税等      3,759 4.3

少数株主利益      68 0.1

四半期純利益      6,756 7.8
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（２）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．税金等調整前四半期純利益  10,788

２．減価償却費  2,271

３．退職給付引当金の増減額(△は減少) △213

４．受取利息及び配当金 △212

５．支払利息  280

６．売上債権の増減額(△は増加) △2,367

７．たな卸資産の増減額(△は増加) △3,729

８．仕入債務の増減額（△は減少）  1,732

９．未払金の増減額(△は減少)  216

10．未払費用の増減額（△は減少）  649

11．その他  129

小計  9,544

12．利息及び配当金の受取額  211

13．利息の支払額 △269

14．法人税等の支払額 △4,635

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,851

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

１．投資有価証券の取得による支出 △279

２．有形固定資産の取得による支出 △1,734

３．有形固定資産の売却による収入  351

４．無形固定資産の取得による支出 △275

５．連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

△225

６．事業譲受による支出  △2,007

７．その他   47

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,124

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

１．短期借入金の純増減額(△は減少)  429

２．自己株式の取得による支出 △38

３．自己株式の売却による収入  13

４．配当金の支払額 △2,570

５．その他 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,228

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  338

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △1,162

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  30,975

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末残高  29,812
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  （２）四半期連結キャッシュ・フロー計算書  

  

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

区分 金額（百万円）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．税金等調整前四半期純利益  10,560

２．減価償却費  2,271

３．退職給付引当金の増減額(△は減少) △213

４．受取利息及び配当金 △212

５．支払利息  280

６．売上債権の増減額(△は増加) △2,134

７．たな卸資産の増減額(△は増加) △3,831

８．仕入債務の増減額（△は減少）  1,829

９．未払金の増減額(△は減少)  216

10．未払費用の増減額（△は減少）  649

11．その他  129

小計  9,544

12．利息及び配当金の受取額  211

13．利息の支払額 △269

14．法人税等の支払額 △4,635

営業活動によるキャッシュ・フロー  4,851

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

１．投資有価証券の取得による支出 △279

２．有形固定資産の取得による支出 △1,734

３．有形固定資産の売却による収入  351

４．無形固定資産の取得による支出 △275

５．連結の範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得による支出 

△225

６．事業譲受による支出  △2,007

７．その他   47

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,124

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

１．短期借入金の純増減額(△は減少)  429

２．自己株式の取得による支出 △38

３．自己株式の売却による収入  13

４．配当金の支払額 △2,570

５．その他 △63

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,228

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  338

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(△は減少) △1,162

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  30,975

Ⅶ 現金及び現金同等物の四半期末残高  29,812
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前第２四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

  

  

〔海外売上高〕  

前第２四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

   

  

（３）セグメント情報

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北アメリカ
(百万円) 

その他
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高                                                

(1）外部顧客に 

対する売上高 
 26,700  4,722  31,039  21,415  3,022  86,900  －  86,900

(2）セグメント間の内

部売上高又は振替

高 

 18,662  22,476  154  15  －  41,309 (41,309)  －

計  45,362  27,199  31,193  21,431  3,022  128,209 (41,309)  86,900

営業利益  8,834  2,343  1,219  5  86  12,488 (1,684)  10,804

  アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  5,589  30,948  22,466  3,659  62,663

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  ―  86,900

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 6.4  35.6  25.9  4.2  72.1
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  （３）セグメント情報 

〔所在地別セグメント情報〕  

前第２四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

  

  

〔海外売上高〕 

前第２四半期連結累計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

     （注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

(1）アジア……………シンガポール、マレーシア、中国 

(2）ヨーロッパ………ドイツ、フランス、オランダ、英国 

(3）北アメリカ………米国、カナダ 

(4）その他……………オーストラリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

  

  

  
日本 

(百万円) 
アジア 
(百万円) 

ヨーロッパ
(百万円) 

北アメリカ
(百万円) 

その他
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は
全社 

(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高                                                

(1）外部顧客に 

  対する売上高 
 26,518  4,722  30,748  21,415  3,022  86,426  －  86,426

(2）セグメント間の内 

  部売上高又は振替 

  高 

 18,662  22,476  154  15  －  41,309 (41,309)  －

計  45,180  27,199  30,902  21,431  3,022  127,736 (41,309)  86,426

営業利益  8,834  2,343  1,050  5  86  12,320 (1,720)  10,599

  アジア ヨーロッパ 北アメリカ その他 計

Ⅰ 海外売上高（百万円）  5,589  30,657  22,466  3,659  62,372

Ⅱ 連結売上高（百万円）  ―  ―  ―  ―  86,426

Ⅲ 連結売上高に占める 

海外売上高の割合（％） 
 6.5  35.5  26.0  4.2  72.2
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